
   

   

 

  

      

 

 

  

    

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

特許特別会計 

Ⅰ 特別会計に関する情報

○ 特許特別会計の目的 

特許等の工業所有権に関する事務について、出願件数の増大及び出願内容の複雑化、

高度化に対応した円滑な処理体制を確立及び利用者に対するサービスの向上を図る

ことを目的として昭和５９年７月に設置されました。 

○ 特許特別会計において経理されている事務及び事業の内容 

特許特別会計は、出願人から出願料、審査請求料、特許料等を徴収し、特許・実用新

案・意匠・商標の審査・審判及び権利の登録等を行うために必要な経費を支出しておりま

す。 

なお、特許特別会計は、収支相償の下で運営されており、これまで一般会計に依存し

たことはありません。 

○ 特許特別会計の経理方法の概要 

登録免許税の確認並びに課税標準及び税額の認定等一般
一般会計より受入

会計の歳入事務に要する経費としての繰入
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人
　 （独）工業所有権情報・研修館運営費交付金

等 （（独）工業所有権情報・研修館を運営するための財源

としての交付金）

公報の閲覧、出願方法等の

相談（無料）、特許流通施策

の実施、産業財産権に関す

る研修


　　（独）工業所有権情報・研修館
・（独）工業所有権情報・研修館運営費交付金

・複写手数料収入

・研修受講料収入

事業費、人件費等

特
許
特
別
会
計

出願料、審査請求料、
　　特許料等の納付

人件費
審査・審判等経費
システム化経費
施設費

特許庁

（歳出 )

（歳入)

特許等の出願

審査・審判、権利付与


